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策定の目的 

 

(１) 一般会計保有基金残高の観点による平成 16 年度から平成 27 年度の財政状況 

   本町の財政状況を振返ると、一般会計保有基金について、平成 16 年度末において

は、財政調整基金残高が 9 億円、その他目的基金を含めた総額でも 12 億 9 千万円に

まで減少し、突発的な財政出動に対応することができない危機的な状況となりました。 

このことから、平成 17 年度から平成 21 年度までを計画期間として策定した「第 2

次別海町行財政改革推進計画」の実行と併せ、公債費削減を目的に建設投資を先送る

等の緊縮財政運営の推進、更には、リーマンショック後の経済対策による普通交付税

等の増額交付が続いたこともあり、平成 27 年度末、平成 16 年度からの 10 年余りで

財政調整基金残高は 29 億 8 千万円、その他特定目的基金を含めた総額は 49 億 8 千万

円にまで回復し、一定の財政基盤の確立を果たしました。  

 

(２) 平成 27 年度以降の財政状況  

   緊縮財政運営期間に先送りした公共施設等の老朽化対策が急務となり、作り上げた

財政基盤を活用する計画で着手し始めた中、全国的な景気回復により普通交付税の減

額見直しが段階的に実施され、平成 25 年度に 72 億 7 千万円の交付があった普通交付

税交付額等は、令和元年度では 61 億円にまで減少しました。  

また、工事や委託料等の労務や資材単価の高騰により経常的な支出額も右肩上がり

となり、令和元年度決算時の財政調整基金残高は 12 億 9 千万円、その他特定目的基金

を含めた総額は、27 億 6 千万円にまで減少しています。  

 

(３) これまでの経過を踏まえた将来の安定的な財政運営のために  

   基金総額が減少を続ける中、現在進行中の生涯学習センター建設の完成まで、まだ

1 年を残しているほか、当該施設の外構工事への投資やその後の維持管理経費等の増

額が見込まれます。  

更には、新型コロナウィルス感染症の流行による世界的な景気後退への懸念も然る

ことながら、新しい生活様式の展開による経済構造そのものや、それに伴い住民が真

に必要とするもの、これらが大きく変化して行くことを見据えると、本町の財政状況

は、このままでは、平成 16 年度にも増して一刻の予断も許さない深刻な状況を迎える

ものと想定しています。  

未だコロナ禍にあり、今後の経済情勢の動向は全く不透明な状況にありますが、大

きな変化が訪れる将来に備え、持続可能な財政運営を図るためには、時代に応じた抜

本的な行財政改革は避けることができないものと認識しています。  

本財政運営基準は、今後の行財政改革方針を定める前段として「現行制度下が続く

ものとした場合」に迎える将来的な財政運営の基準を、第 1 期「現状」として設定す

ることで、現在地はどこにあるのか、今後の課題はどこにあるのか、「見える化」する

ことを目的に設定するものです。  

１ 
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対象会計と基準値設定期間  

 

(１) 対象会計 

   本財政運営基準の設定は、一般会計を対象とします。  

   一般会計からの繰出金を要する特別会計及び企業会計等は、一般会計からの繰出金

により収支均衡を図っているため、当該会計への繰出金基準額を一般会計で設定する

ことにより、全会計の基準値が設定されるものとみなします。  

 

(２) 基準値設定期間  

   基準値設定期間は、令和 3 年度から令和 12 年度までの 10 年間とします。  

   策定年度である令和 2 年度を「基準年」とし、各基準値設定項目の過去 5 年間の推

移を把握し、翌年以降 5 年間については、4Ｐ「4」の項で定める設定条件により推計

したものを基準値とします。  

   6 年目以降は、原則、5 年目の基準値の据置きとしますが、特に支出のうち、極めて

硬直性の高い「公債費」については、償還推計値を反映させ令和 12 年度まで見込むこ

ととします。  

 

(３) 基準値の見直し  

   先に記述したとおり、現在の経済情勢が極めて不安定であり、今後の国策も全く不

透明な状況であること、また、後に示すとおり、現状のままでは、経常的収支により

充分な事業費を捻出できないことが見込まれ、抜本的な行財政改革に着手する必要が

あることから、現段階で定める基準は、第１期「現状」とし、具体的な行財政改革等

の方針を定める都度、その内容を溶込ませ、適期に見直しを行うものとします。  

 

 

第１期「現状」において設定する目標基準値と基本的な考え方  

 

(１) 令和 12 年度末での財政調整基金残高 20 億円への回復 

   設定期間が終了する令和 12 年度決算時点で、財政調整基金残高が 20 億円となるよ

う段階的な回復を目指すものとします。  

   財政調整基金残高 20 億円を必要とする基本的な考え方は以下のとおりです。当初

予算編成後、決算時では、入札差金等により約 7 億円の剰余が出ることを前提として

います。  

  ① 当年度当初予算編成の財源不足に対する必要額 7 億円  

  ② 当年度予算進行中に編成する翌年度当初予算の財源不足に対する必要額 7 億円  

  ③ 経済動向により交付税や税収の減額流動性等に備える額 1 億円  

  ④ その他、新型コロナウィルス対策のような想定外の事情や、突発的な災害に迅速

に対応するため備える額 5 億円  

２ 
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(２) 建設事業に対する借入基準額は、11 億円で設定 

   地方債を起こすと、翌年度以降の償還は「経常的」な経費となります。多額の起債

は、元利償還金の増加となり経常的収支を圧迫するため、特別な場合を除き 11 億円を

限度基準額として設定します。  

 

(３) その他基準値設定における基本的な考え方  

   本町の公共施設等の「資産」や「制度」をこのまま維持するとした場合の「経常的

収支」を優先的に見込み、その収支により事業費に充当できる「一般財源」の額を設

定する方式とします。  

 

 

基準値設定の条件 

 

(１) 経常的収入 

   大きく 5 分類で設定します。設定条件欄は、将来推計する際の条件ですが、6Ｐで示

す過年度実績では、事業費の特定財源となるもの以外の臨時的な収入は、本項目の「そ

の他の収入」に含めて計上しています。  

 

区分  設定条件  

経
常
的
収
入  

税 収  

令和 2 年度の決算見込額を基準に、国の直近の予算概算要求や中長期の

経済財政に関する試算において見込まれている係数等を用いて機械的に

算定した額を基準とします。  

譲与税交付金等  
税収と同様としますが、森林環境譲与税は、現在示されている将来的な譲

与予定額を基準とします。  

地 方 交 付 税 等  

普通交付税は、国の基準によって算定される本町の経費「基準財政需要

額」から、本町の税収や譲与税交付金等「基準財政収入額」を差引した差

額で交付されます。  

基準財政需要額は、国の直近の予算概算要求や中長期の経済財政に関す

る試算において見込まれている係数等を用いて機械的に算定し、基準財

政収入額は、本町の税収や譲与税交付金等の推計による基準値を用いて

算定します。  

特別交付税基準額は、現行制度下で経常的に交付が見込まれる 6 億 3 千

万円で固定します。  

なお、国の基準で算定された普通交付税額に対し、国の予算額が届かない

場合には、各自治体で臨時財政対策債という地方債を起こし穴埋めする

ことができます。臨時財政対策債の基準額は、国の直近の予算概算要求に

よるほかは、3 億円で固定します。  

負担金補助金等  
国や北海道の現行制度が続くものと仮定し、平均値や直近年度予算額を

個別に判断し設定します。  

そ の 他 の 収 入  

使用料及び手数料・財産収入・寄附金・繰入金・繰越金・諸収入で構成し

ます。経常的に見込まれる収入は、概ね平均値を採用しますが、一般寄附

や財産売却収入等の臨時的な要素は見込まないものとします。  

４ 
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(２) 経常的支出 

   大きく 9 分類で設定します。なお、過去に事業費編成だったものが、現行では、経

常経費編成に移行している場合は、傾向把握のため過去から経常経費編成であったも

のとします。  

   会計年度任用職員は、事業実施のために雇用している場合でも、予算編成手法に合

せ全て経常経費とします。また、会計年度任用職員制度は、令和 2 年度から開始とな

った新制度ですが、前段同様に、過去から経常経費の職員等人件費であったものとし

ます。  

 

区分  設定条件  

経
常
的
支
出  

報 酬  

法令や条例に基づく議員や委員等の報酬で、令和 2 年度から制度開始と

なった会計年度任用職員報酬は含めません。原則、平均値を基準とします

が、選挙報酬や国勢調査員報酬等は、支出要因となる年度に計上すること

とします。  

職 員 等 人 件 費  

理事者・町職員・会計年度任用職員経費で、現行職員数を維持するものと

仮定します。現在の経済情勢を考慮し、給与上昇改定は見込まないことと

しますが、職員の平均年齢による影響は、令和 2 年 1 月 1 日の一般行政

職 39.08 歳に対し 5 年後には 40 歳になるものとして、段階的増加を見込

みます。  

維 持 補 修 費  施設の適正な維持管理のため 110,000 千円の固定基準値とします。  

光 熱 水 燃 料 費  

光熱水費は高止まり、燃料費は乱高下の市場下にあるため、過去推移によ

る平均値を基準としますが、新給食センターや生涯学習センターの改築

に伴う上昇予測分、一方で役場庁舎等の二酸化炭素排出抑制対策事業に

よる節減予測分は別に見込むこととします。  

委 託 料  

労務単価等の上昇が続き平成 27 年度以降の 5 年間で 15％に迫る上昇と

なっています。職員等人件費同様、現在の経済情勢から一定の抑制がある

ものとし、直近年度予算を軸に基準設定を行いますが、新給食センターや

生涯学習センターの改築に伴う上昇は別に見込むこととします。  

負 担 補 助 扶 助  
国や北海道、そして本町の現行制度が続くものと仮定し、直近年度予算を

軸に基準設定を行います。  

他 会 計 繰 出 金  

原則、直近年度予算を軸に基準設定しますが、特に公債費の影響がある会

計については、その増減を見込みます。また、消防事務組合については職

員平均年齢が低いことから定期昇給等の増加影響を、介護保険や後期高

齢者医療は、高齢化等の影響により過去からの増加率を考慮します。  

公 債 費  
臨時財政対策債は 3 億円、建設債は、特別な場合を除き 11 億円に抑制す

る目標を設定し、それによる償還計画額を基準として設定します。  

そ の 他 支 出  原則、直近年度予算と同額の固定基準値とします。  

 

(３) 事業収支  

   事業費は、経常収支の差額で得られる額に、予算編成後の入札差金等による剰余額

として設定する 7 億円を加算した後、財政調整基金積立に要する額を除いた額を一般

財源限度基準額とし、その限度基準額から事業収支規模を機械的に算定します。  
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年度別収支実績と将来基準値  

 

(１) 基準年を令和 2 年度とした過去 5 年間の「決算額」推移（単位：百万円） 

 

■ ポイント ※ 令和 2 年度は 9 月補正後時点での決算見込額 

 平成 28 年度以降、経常的収支で事業収支を賄えない状況となり、財政調整基金を繰入れての決算が続い

ています。要因は、主要な一般財源である「税収」「譲与税交付金等」「地方交付税等」の合算額が大きく減

少していること、また、経常的支出は、総じて上昇傾向にあり、特に、公共施設等の管理経費が多くを占め

る「委託料」においては、労務単価等の影響により上昇率が高いことがあげられます。  

公債費は、公共施設の老朽化対策による借入が多くなる中、過年度借入分の償還が終了しているため、概

ね横ばい推移、その他支出は、一般的な行政管理経費が主なものですが、平成 27 年度に 3 億 5 千万円、平成

28 年度に 3 億 2 千万円の特定目的基金への積立額が含まれており、それを除くと、物価上昇等の中で抑制に

努め、横ばい推移となっています。  

５ 
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(２) 基準年を令和 2 年度とした令和 7 年度までの「当初予算基準額」  

 

■ ポイント 

 基準値設定条件に基づき、当初予算額の基準として設定したものです。  

 令和 3 年度の国の予算概算要求及び地方財政の見込みにより、現在のコロナ禍における経済情勢悪化によ

り、譲与税交付金等を含めた税収が大幅減額となる等の情勢を反映しています。一方で、その税収等の減に

伴い不足する一般財源は、臨時財政対策債を含む普通交付税で、一定程度が賄われるものとしています。  

 経常的支出のうち、職員等人件費は、会計年度任用職員の退職手当負担金が令和 3 年度から開始されるほ

か、一般職等においても一定の昇給等を見込みます。また、公債費については、給食センター改築等による

償還開始に伴い、高止まりで推移する見込みです。  

 令和 4 年度以降、税収等の主要な一般財源は、コロナ禍の一定の終息を見据え徐々に回復基調になると見

込むものの、経常歳出の高止まりが続くため、事業を実施するための財源が捻出できない状況が長く続くも

のと見込まれます。  

 現行制度下のままでは、早急な財政調整基金回復への道筋は立たず、可能な限り決算時の繰入れを最小限

に抑える運営が続き、令和 7 年度以降でなければ本格的な財政調整基金の回復に着手できない状況です。  
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(３) 基準年を令和 2 年度とした令和 8 年度から令和 12 年度までの「当初予算基準額」  

 

■ ポイント 

 令和 8 年度以降は、特別な場合を除き建設債限度額 11 億円を目標とした場合の償還予定額が与える影響

把握のため、令和 7 年度基準額をほぼ据置き設定するものです。  

 公債費を見ると、建設債限度額 11 億円を目標とした場合でも、平成 27 年度から現在までの公共施設の老

朽化対策や、令和 3 年度に借入予定の町内全域光ファイバー整備事業に要する建設債発行が影響し、10 年後

においても高止まりが続きます。地方債償還は、多くが 10 年から 20 年の期間での償還となりますので、11

億円に抑制する効果は、11 年後からより顕著に現れる見込みです。  

 また、建設債の中には、その元利償還金の一部が地方交付税で措置されるものがあり、それらを多く活用

できると「実質の償還」とされる額は低く抑えられますが、国の地方交付税財源そのものの増額がなければ

償還額に対する実際の地方交付等の増額には結びつきにくいという懸念もあります。  

 令和 8 年度以降においても毎年 1 億 8 千万円の決算余剰を見込み、財政調整基金の回復に取組むものとし

ていますが、そのためには、事業費に充当する財源が抑えられてしまいます。長期的展望にたっても事業費

の回復が見込めないため、経常的経費の抑制に向けた取組みを組織的に実施する必要があります。  
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参考資料（決算及び決算見込み額を使用） 
 

 
 

 

６ 
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※ 平成 26 年度以前の数値は、平成 27 年度以降と同一条件ではないため若干の誤差がある。 


